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ＮＰＯ等が実施する福祉有償運送の対象者、対価の明確化及び

運営協議会の運営方法について

自家用有償旅客運送については、平成１８年１０月施行の改正道路運送法によ

って、法律上の位置づけが明確化されて以降、各地で実施されているところであ

る。特に、ＮＰＯ等による福祉有償運送については、「福祉有償運送の登録に関

する処理方針について」（平成18年9月15日付け国自旅第143号）により、また、

個々の具体的な運用に当たっては、「自家用有償旅客運送者が利用者から収受す

る対価の取扱いについて」（平成18年9月15日付け国自旅第144号）、「自家用有償

旅客運送に係る相談窓口の明確化及び関係者への働きかけ並びに相談事案等の報

告について」（平成19年7月30日付け国自旅第115号）、「福祉有償運送に係る運営

協議会における協議に当たっての留意点等について」（平成21年5月21日付け国自

旅第35号）、「福祉有償運送の対象旅客の判断に際しての知見の活用について」

（平成24年7月31日付け国自旅第222号他）、「自家用有償旅客運送制度の着実な取

組みに向けての対応について」（平成23年6月30日付け国自旅第89号）等の関係通

達により取り扱ってきており、これにより広く登録が行われ、地域の移動困難者

の生活を支えているところである。他方、平成２６年に九州行政評価局から九州

運輸局に対し指摘があったように、運営協議会の設置・開催状況や運営協議会に

おける不合理なローカルルール等の取扱いについて地域差が存在している状況に

ある。

今般、内閣府の規制改革会議において福祉有償運送に係る規制改善に係る指摘

がなされ、「規制改革実施計画」（平成27年6月30日閣議決定）に盛り込まれたと



ころである。

これを踏まえ、今後の福祉有償運送に係る対応の趣旨等について、下記のとお

り整理したので、その旨了知されるとともに、福祉有償運送の実施にあたって

は、市町村と連携を図り、取扱いの地域差により実施が妨げられることがないよ

う努められたい。

なお、本件については、別添のとおり、一般社団法人全国ハイヤー・タクシー

連合会会長、一般財団法人全国福祉輸送サービス協会会長及び公益社団法人日本

バス協会会長あて通知したので申し添える。

記

１．市町村担当者及び運営協議会構成員に対する周知徹底について

運輸支局等は、福祉有償運送の運営協議会を主宰する市町村と積極的に連携

を図り、地域の移動困難者の送迎ニーズに十分に対応し、その運営に支障を来

すことがないよう、以下の点についての取扱いを市町村担当者及び運営協議会

構成員に対し周知徹底することとする。

（１）運送する旅客の範囲については、運営協議会等において、福祉有償運送

による運送を必要とする者であると認められるならば、障害者手帳等を持

たない者であっても対象者とすることは可能である。例えば、ケアマネー

ジャー等を含む判定組織を設置して行う場合等、対象者とすることへの具

体的な判断に際しては「福祉有償運送に係る運営協議会における協議に当

たっての留意点等について」（平成21年5月21日 国自旅第35号）及び「福

祉有償運送の対象旅客の判断に際しての知見の活用について」（平成24年7月

31日付け国自旅第222号他）を参考とされたい。

（２）旅客から収受する対価については、道路運送法第７９条の８第２項の規

定により「実費の範囲内」であることが求められるところであり、ガソリ

ン代等の他、輸送に係る適切な範囲内であると認められるのであれば、予

約事務を行うオペレーターの人件費等も実費の範囲として含むことは可能

である。

（３）旅客から収受する対価については、実費の範囲内、営利を目的としてい

ると認められない妥当な範囲内であることなどが求められているが、「タ

クシーの上限運賃の概ね１／２の範囲内であること」は、あくまでも目安

であり、上限として定められているものではない。運送の対価の設定・変

更については、「自家用有償旅客運送者が利用者から収受する対価の取扱い

について」（平成18年9月15日 国自旅第144号）及び「福祉有償運送に係る運



営協議会における協議に当たっての留意点等について」（平成21年5月21日

国自旅第35号）を参考とされたい。

２．福祉有償運送の運営協議会の実態把握について

福祉有償運送の運営協議会の設置については、地方公共団体の長が地域の

移動困難者の交通状況などを踏まえた上で判断するものであるが、その設置

状況については地域差が生じている状況である。

このため、国土交通省としては、運営協議会の設置に当たっての支援を行

う立場から、全国の地方公共団体に対し福祉有償運送に係る運営協議会の設

置状況の調査を行うこととする。

運輸支局等においては、毎年３月末時点の各管轄区域の地方公共団体にお

ける福祉有償運送の運営協議会の設置状況について調査を行うとともに、運

営協議会が設置されていない地方公共団体に対しては、①設置をしていない

理由、②今後の運営協議会設置の予定、③その他地域の特殊事情等について

調査を行うものとする。調査結果については、調査報告書（様式１）により、

毎年６月末までに地方運輸局等に報告することとする。

地方運輸局等においては、各運輸支局等からの報告内容をとりまとめ速

やかに本省に送付するとともに、毎年３月末時点の地方運輸局等ごとの福

祉有償運送の運営協議会の設置状況について、毎年７月末までに別添様式

２のとおりホームページなどで公表することとする。

なお、平成２７年３月末時点の調査については、地方運輸局において平

成２８年２月末までに各支局からの報告内容をとりまとめるとともに、福

祉有償運送の運営協議会の設置状況を別添様式２のとおりホームページな

どで公表することとする。

また、運営協議会の適正な運営を図るため、各地方運輸局・支局等にお

いては、地方公共団体より運営協議会の設置・運営に関する相談等があっ

た場合には、引き続き適切な助言を行う等の支援を行うこととする。




